



愛知大学の教職課程 は長い歴史 と実績 によ
り公教育の教員養成において重要な社会的役




てお らず、学生の要求や社会的要請 に応 える
ことがで きていない実態があ り、早急 に改善





































環 として学校教育 も従来の教育 を完成する体
系 としての 「完成型教育機関」の位置づけか
ら、継続的な生涯学習の主 として基礎的教育
を担 う 「過程的教育機関」 としての性格 をよ
り明確 に した役割へ と転換が図 られて きた。
そ して、2008年2月に中央教育審議会か ら答
申された 「新 しい時代に対応 した生涯学習事
業の推進について」では、生涯学習を前提 と











いわゆる 「ゆ とり教育」 をめざした学習指導




















う 「生 きる力」「確 かな学力」につ いて個 々




る多様 な課題に的確 に対応 し指導することの
で きる能力が必要であることとともに、社会
2
の変化、子 どもの実状 に対応 した教育指導の
必要性が強まっている。 さらに保護者、社会



















①実践 的指 導力の養成強化 を図 るために
「教職実践演習」科 目の設置、必修化
教員免許 を取得 し採用 された初任教員が赴
任 した学校等でおいて、実践的指導力が必要
とされてお り、その養成 を強化する方策 とし
てこの科 目が必修科 目として新設 された。こ
れは大学の教職課程 にお ける教員養成 に関
する科 目履修の最終段 階においてそれ まで履
修 した科 目等の成果をふまえて教員としての






に更新講習 を受講 し成果の認定 を行 うこと









































性 を考慮する必要があるが、当面、 目標 とす
べ き教員の資質、能力については、文部科学
省が提示 している 「求め られる教師像」 を指
針 にしなが ら、愛知大学の教学の理念 と各学
部の教育 目的、教育内容 を基礎に して教職課
















特 に愛知県、三重県、岐阜県等 を中心 とする
中部地方の公教育 に重要な貢献 を果た してお




課題に対応 しなが ら愛知大学の教育理念 にも
とついた教員養成の充実を図ってい く必要が
ある。また、2012年度か ら新名古屋校舎建設、
移転に ともなう教学組織 の再編が予定 されて
お り、教職課程の再編整備 も具体的日程 にあ
る。そこで、本学の教職課程を中心 とした教
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a)強 く教職に就 くことを目的 とし努
力する学生
b)可 能ならば教職 を目指 したい学生
c)免許を取得することを主たる 目的
とする学生
②履 修学生の 中には基礎 学力 にバ ラ ツキ
があ り、不十分な者 または教師としての










とくに実習直前 に取 りやめた り、実習中
に欠勤、中断す る学生がお り、心構えや
態度など注意 して事前の個 別指導 を要す
る場合がある。




が育 ってお り、学年間及び学生 間の相互
学習の成果が継承 され、定着 しつつある。






















しか し、最近3年 ほど前か ら現役での合格














経過 してお り、今後 もなお7,8年 か ら10年
間ほ どは継続す る見通 しであ る。 なかで も、









時に評価 される傾向にあ り、筆記試験 ととも
にグループ面接、個別面接など教員 としての
資質能力を多面的に判断 しようとする取 り組
みが行われている。 また急激 な世代交代 と複









35人学級 政策に ともない、全体 と して教員
数が 当面1万9000人増 員 される計画があ り、
教員採用枠 も拡大 されることにな り、教職課
程の実績作 りの好機で もあるといえる。
したがって、こうした動向を踏まえなが ら
教職課程 を中心 にした教員養成 と採用の成果









理する と次の ような事項 を挙げることがで き
る。










個 々の学生の 自覚 と努力を促す指導 を強
化する必要がある














な取組み を着 実に推 進す るこ とが重 要であ
る。
3.教 師 課 程 の 整 備 充 実 の 方 策
(1)新力 リキ ュラム改正の実施
上記 に示 した本学の教職課程の課題を改善
し充実 を図るために、 まず教職課程 に関する
カリキュラムの改正の検討 を行い、2011年度
か ら実施す ることに した。従前のカリキュラ




ぞれの科 目の 目的、内容を本学独 自に設定 し
て構成 していたために独 自性 はある ものの免
許資格の取得認定の際にはその特徴の説明が




抜本的な改編 を行 うよう検討 を進 めて きた。
ところが地域社会学部の新学部設置 を2011
年度開設について課程認可申請を行 うことに


















の充実 を図 るものであるこ と。 と くに、
教育実習の申込み後に進路変更による取
り消 し、実習や介護体験 などの課程で辞








て可能な限 り不利益が生 じない よう配慮
する
⑦教職課程教育の整備、充実 を図るために








して簡潔な科 目名 と科 目編成 にすることであ
る。そ して各科 目の履修 について、教職課程
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ついて修得 し教員と しての基礎的能力 を
養成す る。
③教職展 開課程は、多様な教職 における指
導能力の要求 に対応するために、 よ り実
践的な課題 について習得する。
そ して、これ らの段 階を履修す る際に履修
及び進路等 に関 して個々の学生の実情 に対応







別途の講座 として試験 的に開講 している。 こ







と、 自己の教職適性 を考えさせ ることをねら
いとしている。




免許法 に基づ く必要科 目を編成 し、効果的
に履修す ることがで きるよう履修年次 を設定





教職 に関す る科 目の編成 は次 の通 りであ
る。
◇教職の意義等に関す る科 目
「教職入門」2単 位 必修1年 次履修
◇教育の基礎理論に関する科 目
「教育原論」2単 位 必修1年 次履修






「教育制度論」2単 位 必修1年 次履
修
「教育社会学」2単 位 選択2年 次履
修
◇教育課程及び指導法に関する科 目
「教育課程論」2単 位 必修2年 次履
修
各 「教科教育法」2単 位 必修2年 次履
修
各 「教科指導法1、H、 皿」2単 位 必修 ・
選択2年 次以降履修




「教育方法論」2単 位 必修2年 次履
修
「生徒 ・進路指導の理論 と方法」2単 位
必修2年 次履修









また、これ らの科 目の他 に、教職展開段階
として大学が独 自に加 えることので きる科 目










4.教 職 課 程 の 整 備 充 実 と 指 導 の 改 善
方 策
教職課程の課題を解決 し、具体的に整備充
実 を図るために主な もの として以下の事項等
について組織的な取 り組みを行 う。 これ らの
中にはすでに実施 しているもの もあ り、さら






う教学組織の再編 を期 に、教職課程 を中心 と
した大学 の教師教育につ いて、養成、採用、
研修、地域連携 を総合的、組織的に推進する











































教職課程セ ンターの もとに全学的な 「セ ン
ター委員会」 を置 き、各学部 と連携、協力を
緊密 に図 りなが ら、主体的に責任を もって教
職課程の運営 をおこなう。教職課程専任の教







にして認可 されてお り、各学部学科の教育 目
的、内容 を基礎 として教職の専門教育をお こ























就 くことは現実的には困難である。 しか し教













化出身、就職希望の もっ とも多い4県 に













支援 を強化する必要がある。東海4県 の 「講
師」採用に関す る情報の収集 を積極的におこ



















田小学校 夏期セ ミナーボランテ ィアスタッ
フな ど実施 している。 今後 はこれ らの経験、
実績 をふ まえて、学校 インター ンや児童生徒
の指導ボランテ ィアなどにつ いて教職課程セ




















































いて研究の活発化 を図る。 また成果をセ ミナ
ーの開催や年報などで公表 し交流の拡大を進
める。
5.学 校 教 育 及 び 教 員 養 成 制 度 の 改 革
等 の対 応 と計 画 的 な 充 実 につ い て
現在、政府で検討中の教員養成制度の改革
について、センターが積極的かつ主体的に情
報収 集 と具体的対応策 を検討する とともに、
大学お よび各学部、大学院等 と協力 して的確













立 して成 り立つ ものではない。開放制教員養
成制度の本旨か らすれば各学部教育の充実を
教職課程の整備充実の課題と改善方策
基礎に して優れた教育 を協力、連携 して行 う
ものである。教職課程セ ンターにおける具体







第1条 愛知大学(以 下 「本学」 という。)に教職課程


































(12)教育職員養成、講習等 に関する団体 ・組織 との
連携 に関する事項



































第8条 所長及び所 員の任期は2年 とし、再任を妨げない。
2所 長及び所員の任期は10月1日 から起算す る。
3所 長及び所員がその任期中に交替 した ときは、後任
者の任期は前任者の残任期間とする。
4事 業主任の任期は1年 とし、再任 を妨げない。
(教職課程センター委員会)







2前 項第1号 の委員長には、セ ンター所長をあてる。
3前 項第2号 の委員には、センター所員をあてる。
(委員会の審議事項)











3委 員会は、その議事及び運営 について細則 を決める
ことがで きる。
(教職課程センター運営委員会)
第13条 第11条に規定す る事項 を調整、連絡す るため





















3こ の規程 によ り初めて選出する所長及び所員の任期
は、第8条 第2項 の規定にかかわ らず2012年4月1日
か ら2013年9月30日まで とする。
【参考】教職課程センター関係図
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